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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第87期

第１四半期
連結累計期間

第88期
第１四半期
連結累計期間

第87期

会計期間
自 2020年４月１日
至 2020年６月30日

自 2021年４月１日
至 2021年６月30日

自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

売上高 (千円) 3,122,011 3,575,291 14,593,834

経常利益 (千円) 334,321 389,923 2,409,033

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 218,658 261,753 1,681,639

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 274,317 320,554 1,725,156

純資産額 (千円) 18,352,766 19,737,111 19,803,605

総資産額 (千円) 22,243,707 23,510,627 24,315,893

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 16.95 20.29 130.34

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 80.9 82.2 79.9

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３．「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を当第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第１四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等については、当会計基準等を適用

した後の指標等となっております。詳細については、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事

項 (会計方針の変更)」に記載しています。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重

要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、依然として続く新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響

から経済活動が制限され、国内外で段階的な経済活動再開の動きがみられるものの、景気の先行きは依然として不

透明な状況が続いております。

鉱工業生産におきましては、2020年度後半に急回復してコロナ前の水準を上回りましたが、自動車業界を中心に

半導体供給不足による生産調整も発生しており、見通しの立てにくい状況が続いております。一方、個人消費は、

一部地域で緊急事態宣言の再発令により、外食・宿泊・娯楽などの対面型サービス消費を中心に個人消費が抑制さ

れ、厳しい状況が継続しております。

このような状況下、当社グループにおきましては、主要納入先のうち、鋳物業界は、自動車、建設機械関連を中

心に堅調に推移いたしました。土木建築業界においては、復興関連事業でやや一服感があったものの、新設住宅着

工戸数は改善の傾向が見られました。

こうした背景のもと、当社グループは、新型コロナウイルス感染症のリスク対応を図り、復調しつつある既存需

要と復興関連事業を取り込む一方で、販売管理費等の見直しにより、売上高および収益の確保に努めてまいりまし

た。

以上の結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、アグリ事業部門が減収減益でありましたが、ベントナイト事

業部門及び化成品事業部門が増収増益となり、売上高は35億75百万円(前年同期比 14.5％増)、営業利益は３億43百

万円(同 13.1％増)となりました。経常利益は前期の為替差損３百万円が当期は１百万円の為替差益に転じたこと等

により３億89百万円(同 16.6％増)となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は２億61百万円(同 19.7％増)とな

りました。なお、「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基

準」という。)等の適用により、売上高が７百万円、売上原価が７百万円減少しております。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

① ベントナイト事業

鋳物関係は、自動車国内生産台数が半導体供給不足による影響を若干受けましたが、昨年度から引き続き回復

基調にあること等により、大幅な増収となりました。土木建築関係は、新設住宅着工戸数が改善傾向にあるもの

の、復興需要関連や地熱向け需要が一服したこと等により、若干の減収となりました。ペット関係は、ＯＥＭ品

の需要が堅調に推移し、若干の増収となりました。

この結果、当セグメントの売上高は26億97百万円(前年同期比 15.5％増)、セグメント利益は４億円(同 10.6％

増)となりました。なお、収益認識会計基準の適用により、売上高が７百万円、売上原価が７百万円減少しており

ます。

② アグリ事業

農薬受託加工において、主要納入先における在庫調整があり、特に水稲用除草剤について売上が減少したこと

等から減収減益となりました。

この結果、当セグメントの売上高は４億10百万円(同 21.4％減)、セグメント損失は６百万円(前年同期はセグ

メント利益46百万円)となりました。

③ 化成品事業

ファインケミカル分野において、クニピアの一般工業用途としての輸出向けを中心に各分野で需要が増加し、

大幅な増収増益となりました。

この結果、当セグメントの売上高は４億67百万円(同 77.0％増)、セグメント利益は81百万円(前年同期はセグ

メント損失24百万円)となりました。
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財政状態は、次のとおりであります。

総資産は前連結会計年度末に比べ８億５百万円減少し、235億10百万円となりました。これは主に現金及び預金

が６億76百万円、受取手形及び売掛金が１億58百万円減少したこと等によるものであります。

負債は前連結会計年度末に比べ７億38百万円減少し、37億73百万円となりました。これは主に買掛金が１億15

百万円、未払法人税等が４億54百万円減少したこと等によるものであります。

純資産は前連結会計年度末に比べ66百万円減少し、197億37百万円となりました。これは主に為替換算調整勘定

が56百万円増加したものの、利益剰余金が配当等により１億25百万円減少したこと等によるものであります。

(2) 重要な会計上の見積りおよび当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、51百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、当第１四半期連結累計期間において、重要

な変更はありません。

当社グループは、創業以来70年以上にわたり蓄積した知見と技術を活かし、更なる高付加価値商品の開発・販売

と省人化を主眼に置き、ベントナイト本来の性能を最大限に活かした付加価値製品の開発と高収益化の事業構造を

構築するため、2021年度を初年度とする３ヵ年中期経営計画を策定しております。

この中期経営計画は、当社グループが長期にわたり発展・成長するために重要なものであります。日本経済を取

り巻く環境は不透明さを増しつつあり、今後一層の厳しさが予想されますが、長期的展望のもと積極的に中期経営

計画を実行し、事業展開を図っていく所存であります。

(6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループは、運転資金及び設備資金につきましては、内部資金または必要に応じ借入により資金調達するこ

ととしております。このうち、借入による資金調達に関しましては、昨年４月30日付で金融機関３社から合計で10

億円の長期借入を行いました。これとは別に、金融機関とコミットメントライン契約10億円を設定し、資金調達の

機動性及び安定性を確保しております。

当社グループは、今後も営業活動により得られるキャッシュ・フローを基本に将来必要な運転資金及び設備資金

を調達していく考えであります。

(7) 経営者の問題意識と今後の方針について

当社グループの経営陣は、現在の経営環境及び入手可能な情報に基づき、最善の経営方針を立案するよう努めて

おりますが、当社グループをとりまく経営環境は今後も厳しい状況が続くものと考えられます。このような状況下

で、当社グループといたしましては、「(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し」に

も記載しましたとおり、戦略的課題に重点的に取り組むことで、他社との差別化を図って、高収益化構造を実現す

ることを最優先課題として考えております。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　



― 5 ―

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2021年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2021年８月６日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,450,000 14,450,000
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数
100株

計 14,450,000 14,450,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2021年４月１日～
2021年６月30日

― 14,450,000 ― 1,617,800 ― 2,217,110

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2021年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

2021年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 1,548,300 ― 単元株式数 100株

完全議決権株式(その他) 普通株式 12,884,300 128,843 同上

単元未満株式 普通株式 17,400 ― ―

発行済株式総数 14,450,000 ― ―

総株主の議決権 ― 128,843 ―

② 【自己株式等】

2021年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
クニミネ工業㈱

東京都千代田区岩本町
１丁目10－５

1,548,300 ― 1,548,300 10.71

計 ― 1,548,300 ― 1,548,300 10.71

(注) 当第１四半期会計期間末現在の自己株式数は、1,548千株であります。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2021年４月１日から2021年

６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて東陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,382,901 8,706,142

受取手形及び売掛金 4,386,398 4,227,844

有価証券 712,469 711,711

商品及び製品 448,776 471,675

仕掛品 306,680 360,561

原材料及び貯蔵品 1,175,440 1,209,963

その他 40,825 ※１ 32,223

流動資産合計 16,453,491 15,720,122

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,001,777 2,017,706

機械装置及び運搬具（純額） 1,937,915 1,858,022

土地 1,779,575 1,779,575

リース資産（純額） 88,460 108,022

その他（純額） 213,098 215,763

有形固定資産合計 6,020,826 5,979,090

無形固定資産 87,575 81,940

投資その他の資産 ※１ 1,753,998 ※１ 1,729,473

固定資産合計 7,862,401 7,790,504

資産合計 24,315,893 23,510,627

負債の部

流動負債

買掛金 876,595 761,563

１年内返済予定の長期借入金 75,000 100,000

未払法人税等 529,506 75,200

賞与引当金 166,699 79,040

その他 965,679 860,371

流動負債合計 2,613,480 1,876,177

固定負債

長期借入金 925,000 900,000

退職給付に係る負債 12,114 12,809

閉山費用引当金 565,232 568,644

資産除去債務 23,494 23,494

その他 372,965 392,388

固定負債合計 1,898,807 1,897,337

負債合計 4,512,287 3,773,515
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,617,800 1,617,800

資本剰余金 3,672,201 3,672,201

利益剰余金 15,265,074 15,139,779

自己株式 △1,375,558 △1,375,558

株主資本合計 19,179,516 19,054,222

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 256,373 225,257

繰延ヘッジ損益 4,606 ―

為替換算調整勘定 △20,251 36,694

その他の包括利益累計額合計 240,728 261,951

非支配株主持分 383,360 420,937

純資産合計 19,803,605 19,737,111

負債純資産合計 24,315,893 23,510,627
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

売上高 3,122,011 3,575,291

売上原価 2,096,389 2,439,363

売上総利益 1,025,622 1,135,927

販売費及び一般管理費 721,654 792,172

営業利益 303,968 343,755

営業外収益

受取利息 1,395 232

受取配当金 29,519 33,250

為替差益 ― 1,171

その他 4,953 13,494

営業外収益合計 35,868 48,149

営業外費用

支払利息 957 1,329

コミットメントフィー 647 650

為替差損 3,801 ―

その他 108 0

営業外費用合計 5,515 1,980

経常利益 334,321 389,923

特別利益

固定資産売却益 9 ―

特別利益合計 9 ―

特別損失

固定資産除却損 5,393 4,030

災害による損失 ― 7,226

特別損失合計 5,393 11,256

税金等調整前四半期純利益 328,937 378,666

法人税、住民税及び事業税 49,620 47,944

法人税等調整額 49,127 55,534

法人税等合計 98,747 103,479

四半期純利益 230,189 275,187

非支配株主に帰属する四半期純利益 11,531 13,434

親会社株主に帰属する四半期純利益 218,658 261,753
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

四半期純利益 230,189 275,187

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 59,259 △31,116

繰延ヘッジ損益 1,923 △4,606

為替換算調整勘定 △17,055 81,089

その他の包括利益合計 44,127 45,366

四半期包括利益 274,317 320,554

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 269,898 282,976

非支配株主に係る四半期包括利益 4,418 37,577
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

該当事項はありません。

(会計方針の変更)

(収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品又は製品の国内

販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合に

は、出荷時点に収益を認識しております。また、有償支給取引については、当社が支給品を買い戻す義務を負って

いる場合には、当該支給品に係る収益を認識しないものとしております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収

益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従っ

てほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、当第１四半期連結会計期間の期首より前ま

でに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積

的影響額を当第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減しております。

この結果、従前の会計処理と比較して、当第１四半期連結累計期間の売上高が７百万円、売上原価が７百万円減

少しております。また、利益剰余金の期首残高に与える影響はありません。

なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020年３月31日）第28-15項に定める経過

的な取扱いに従って、前第１四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載してお

りません。

(時価の算定に関する会計基準等の適用)

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」(企業会計基準第10号 2019年７月４日)第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる、四半期連結財務諸表への影

響はありません。

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。

(追加情報)

新型コロナウイルス感染拡大に伴う経済への影響は概ね３年は続くとの仮定のもと、当四半期連結会計期間末日

において、繰延税金資産の回収可能性などの会計上の見積りを行っております。

なお、当社グループへの影響に関しては、事業活動の停止等の重要な影響は生じておらず、今後もその状況に大

幅な変化はないものと仮定し、現時点では見積りに与える重要な影響はないと考えております。

しかしながら、同感染症による影響は不確定要素が多いため、収束時期および経済環境への影響が変化した場合

には、当社グループの財政状態や経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

なお、前連結会計年度の有価証券報告書に記載いたしました内容から、重要な変更はありません。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

流動資産 ―千円 31千円

投資その他の資産 86千円 86千円

２ 当社は、資金調達の機動性および安定性の確保を目的として、取引金融機関３社とコミットメントライン契約を

締結しております。当該契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。なお、これらの契約には財務制限

条項が付されており、条件に抵触した場合は、当該契約は終了することになっております。

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

コミットメントラインの総額 1,000,000千円 1,000,000千円

借入実行残高 ―千円 ―千円

差引額 1,000,000千円 1,000,000千円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

減価償却費 207,882千円 195,075千円

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 2020年４月１日　至 2020年６月30日)

配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月26日
定時株主総会

普通株式 387,048 30.0 2020年３月31日 2020年６月29日 利益剰余金

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2021年４月１日　至 2021年６月30日)

配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月29日
定時株主総会

普通株式 387,048 30.0 2021年３月31日 2021年６月30日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 2020年４月１日　至 2020年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

ベント
ナイト事業

アグリ事業 化成品事業 合計

売上高

外部顧客への売上高 2,335,503 522,440 264,067 3,122,011 ― 3,122,011

セグメント間の内部売上高
又は振替高

35,366 ― 34,145 69,511 △69,511 ―

計 2,370,869 522,440 298,213 3,191,523 △69,511 3,122,011

セグメント利益又は損失(△) 362,120 46,091 △24,361 383,849 △79,881 303,968

(注) １．セグメント利益又は損失の調整額△ 79,881千円には、セグメント間取引消去△ 4,932千円、各報告セグメ

ントに配分していない全社費用△ 134,504千円及び棚卸資産の調整額 59,556千円が含まれております。全

社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2021年４月１日　至 2021年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

ベント
ナイト事業

アグリ事業 化成品事業 合計

売上高

鋳物 1,394,455 ― ― 1,394,455 ― 1,394,455

土木 1,120,273 ― ― 1,120,273 ― 1,120,273

ペット 168,120 ― ― 168,120 ― 168,120

ライフサイエンス 14,376 ― ― 14,376 ― 14,376

アグリ ― 410,657 ― 410,657 ― 410,657

化成品 ― ― 467,408 467,408 ― 467,408

顧客との契約から生じる
収益

2,697,226 410,657 467,408 3,575,291 ― 3,575,291

外部顧客への売上高 2,697,226 410,657 467,408 3,575,291 ― 3,575,291

セグメント間の内部売上高
又は振替高

19,401 ― 22,034 41,436 △41,436 ―

計 2,716,627 410,657 489,443 3,616,728 △41,436 3,575,291

セグメント利益又は損失(△) 400,572 △6,592 81,116 475,096 △131,341 343,755

(注) １．セグメント利益又は損失の調整額△ 131,341千円には、セグメント間取引消去 2,812千円、各報告セグメン

トに配分していない全社費用△ 138,081千円及び棚卸資産の調整額 3,927千円が含まれております。全社費

用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識

に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第１四半期連結累計期間の「ベントナイト事業」の売上高が７百万円、

売上原価が７百万円減少しております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項(セグメント情報等)」に記載のとおりであります。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

１株当たり四半期純利益 16円95銭 20円29銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 218,658 261,753

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

218,658 261,753

普通株式の期中平均株式数(株) 12,901,605 12,901,605

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書

2021年８月６日

クニミネ工業株式会社

取締役会 御中

　

東陽監査法人

東京事務所

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士 中 野 敦 夫 ㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士 大 島 充 史 ㊞

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているクニミネ工業株

式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(2021年４月１日から2021年

６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、クニミネ工業株式会社及び連結子会社の2021年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　



・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないか

どうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書におい

て四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項

が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査

人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企

業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じ

させる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上
　

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　


